
LOGI-EVO
2021年
11月号

サムライプレス㈱

サプライチェーン・ロジスティクスの全体最適に向けて

KEYPERSON 01
物流に関わる環境負荷低減を加速
荷役省力化で物流業務効率も向上

(株)明治
「ザバス」(粉末プロテイン)の物流
で鉄道輸送へのモーダルシフトを実施

KEYPERSON 02
新素材「LIMEX」の国内輸送時の
CO₂排出量をリアルタイムで把握

(株)TBM
ラクスル(株)のCO₂排出量算出・
可視化サービス導入により可能に

デジタルマガジン 月刊ロジスティクス・エボリューション

ＣＯＮＴＥＮＴＳ

KEYPERSON 03
物流業界で着実に進む業界再編
「成長戦略型Ｍ＆Ａ」増加が顕著

(株)日本M＆Aセンター
２０２４年問題などの課題対応で

今後の事業継続と成長に危機感



https://www.tsubakimoto.jp/materials-handling/distribution/


物流センター・倉庫など高密度環境に最適

本社 〒130-0026 東京都墨田区両国 3-25-5 JEI 両国ビル TEL：03-5600-5111（代）
株式会社フルノシステムズ www.furunosystems.co.jp

フルノシステムズ

く わ し く は

中規模倉庫・工場に最適

物流・工場現場のＤＸ化を支える

無線ＬＡＮアクセスポイント

https://www.furunosystems.co.jp/


物流に関わる環境負荷低減を加速
荷役省力化で物流業務効率も向上

「ザバス」(粉末プロテイン)の物流で鉄道輸送へのモーダルシフトを実施

(株)明治
物流本部 物流企画部
物流２グループ
グループ長
今泉 貴博氏

物流本部 物流企画部
物流２グループ
専任課長
染矢 健氏

モーダルシフトはかねてからの取組
物流の安定・持続も考慮して判断

(株)明治は、明治グループにあって牛乳
・飲料やヨーグルトなどの「発酵デイリ
ー」、乳食品やフローズンデザート、調理
食品、業務用商品などの「加工食品」、チ
ョコレートやグミなどの「菓子」、スポー
ツ栄養や乳幼児栄養、病院栄養・在宅栄養
（流動食）、アクティブ栄養、OTCなど
の「栄養」をカテゴリーとする総合食品・
飲料メーカー。今回のモーダルシフトの対
象商品である「ザバス」（粉末プロテイ
ン）は、たん白質補給のためのスポーツ栄
養食品ブランドで、スポーツ選手はもとよ
り、健康志向の高い一般消費者に普及して
いる。
プロテイン市場は近年、健康志向の高い

一般消費者の増加によりたん白質補給ニー
ズが拡大したため、順調に拡大してきた。
我が国で新型コロナの感染拡大が顕著とな

り出した2020年1月以降もしばらくはその基
調にあったが、第1回目の緊急事態宣言が発
出された4月から5月にかけては社会全体が
自粛ムードに包まれ、運動やスポーツを控
える動きが広まり、プロテイン市場も停滞
した。緊急事態宣言解除後は、体を鍛えて
免疫力を強化しようとの意識が高まり、プ
ロテイン市場は再び上昇トレンドに入り、
現在に至るまで順調に拡大。明治の「ザバ
ス」も売上高ベースで前年比110％を超える
伸びを見せている。最近では、理想のボデ
ィメイクの追求において「運動＋栄養（た
ん白質）」が重要であるとの認識が浸透
し、運動後に手軽に購入・飲食できる飲料
製品も女性に人気だという。今回のモーダ
ルシフトについては「ザバス」の粉末製品
のみが対象となっているが、需要拡大が続
く当該製品輸送での実施の背景・経緯には
何があったのか。 同社物流本部物流企画部
物流２グループグループ長の今泉貴博氏
（写真１）が説明してくれた。
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(株)明治は、倉敷工場で製造している「ザバス」（粉末プロテイン）の埼玉県内の倉庫ま
での物流の一部を、トラック輸送から鉄道輸送にモーダルシフトした。同社製品の輸送では
初となる「オートフロアコンテナ」を活用した鉄道輸送への切り替えとなるもので、9月27
日にスタート。今回のモーダルシフトについて同社では、物流における環境負荷低減ととも
に物流業務の効率化を図ることが目的であるとし、環境、仕組みの両面から持続可能な社会
の実現に貢献するとしている。(編集部)



今泉 当社におけるモーダルシフトの取組
は今回が初めてではありません。長距離輸
送でのモーダルシフトには鉄道だけでなく
船舶を使うという選択肢もあるわけで、実
際、北海道への製品供給などでは鉄道や船
舶を使っています。モーダルシフトは原料
調達も含めた当社物流の2割程度ですでに
実施しており、今回もその取組の一環とし
て実施したものです。その意味では今回特
別なことをやったという意識はありませ
ん。
ただ、トラック輸送についてはドライバ
ー不足という課題があります。コロナ禍で
経済活動が停滞したため、一時的にドライ
バーが足りる形になりましたが、今後コロ
ナ禍が収束に向かい経済活動が本格的に回
復してくれば、ドライバー不足が再び顕在
化してくるでしょう。2024年には時間外労
働時間の上限規制が始まりますので、その
不足がさらに深刻化することは間違いあり
ません。環境負荷低減やカーボンニュート
ラルの実現という課題も併せれば、トラッ
ク輸送以外の選択肢を今後も検討する必要
があると考えています。
今回のモーダルシフトの対象となる「ザ
バス」粉末製品は岡山県の倉敷工場のみで
生産しており、そこから全国の物流拠点に
配送する体制となっています。今回はその
中で倉敷工場から最大消費地の関東までの
製品輸送の一部をトラックから鉄道に切り
替えました。他の地域への輸送も全て切り
替えてしまうと有事の際に代替輸送ができ
ないという懸念が出てきます。トラブルで
いったん止まってしまうと鉄道は復旧に時
間がかかりますので、輸送手段については
様々な選択肢を残しておくことが必要で
す。そこで今回のモーダルシフトにおいて
も完全に鉄道輸送にシフトするということ
ではなく、「ザバス」粉末製品輸送の全体
において複数選択肢のコンビネーションと
いうものを考えたうえで実施に至ったわけ
です。

――物流における環境負荷低減という観点
だけでモーダルシフトを実施されているわ
けではないのですね。

今泉 環境負荷が低減できるからといって
やみくもにモーダルシフトを進めることは
できません。調達も含め、安定した物流体
制があってこそ事業を継続することができ
るのであって、コスト面での判断も重要と
なることは言うまでもありません。様々な
要素を勘案し、複数の輸送手段をバランス
よく選択することによって物流を維持して
いるわけです。
もちろん、トラック輸送そのものの生産

性向上と効率化も絶えず追求しています。
例えば、トレーラーを中継地で往復させ、
復路では別の荷物を積んで戻ってくるとい
うラウンド輸送を実施したり、トラック1便
当たりの積載効率を高めるために車両のよ
り大型化を図ったりといった取組です。ま
た、目的地到着後の待機や積み降ろしなど
付帯作業の時間を減らし、輸送に充てられ
る時間を増やす工夫もしています。トラッ
ク輸送以外の輸送モードの検討と並行し、
こうした足元の改善・工夫も行っているわ
けです。

写真１ 今泉 貴博氏
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モーダルシフトはホワイト物流の一環
「オートフロアコンテナ」活用は初めて

同社は「ホワイト物流」推進運動に賛同
し、2019年4月に自主行動宣言を提出してお
り、その中でモーダルシフトに取り組むこ
とが明記されている。政府としては、この
運動を推進することでトラック輸送の「枯
渇」を防止し、2020年の東京オリンピック
・パラリンピック開催に伴う物流量増大に
備える狙いもあった。しかし、コロナ禍で
物流量が減少し、オリンピック・パラリン
ピック開催そのものが2021年に延期され、
オリンピックについては無観客開催となっ
たことで、このタイミングでのトラック輸
送「枯渇」の懸念は杞憂に終わった。それ
でも、この問題は先送りされた格好で根深
く存在しており、ホワイト物流の推進とと
もに、モーダルシフトを拡大していくこと
がその解決の一つの方途であることに変わ
りはない。モーダルシフトの取組一つをと
ってもそこには様々な意義が含まれている
のだ。
同社の物流は、主にグループ会社の明治

ロジテック(株)が担っており、幹線輸送のほ
ぼ全てを管理している。今回のモーダルシ
フトについても明治ロジテック、日本貨物
鉄道(株)（以下、JR貨物)と協議会を結成
し、その中で検討を進めてきたという。今
回のモーダルシフトの中身については、同

社物流本部物流企画部物流２グループ専任
課長の染矢健氏（写真２）が説明してくれ
た。
染矢 今回のモーダルシフトの対象は「ザ
バス」の粉末製品です。これを生産してい
る倉敷工場から埼玉県の坂戸工場に隣接し
ている「東日本MDC」までの幹線輸送を
トラック輸送から鉄道輸送に切り替えまし
た。JR貨物の岡山貨物ターミナル駅から越
谷貨物ターミナル駅まで、距離にして約
770㎞の輸送部分になります。これにより
CO₂排出量を削減し、環境負荷低減を図る
とともにドライバー拘束時間を削減するこ
とが目的で、これまで実施してきたモーダ
ルシフトの経験を生かし、この仕組みを構
築しました（図表１）。

写真２ 染矢 健氏

図表１ 今回のモーダルシフトの概要
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今回のモーダルシフトで目新しい点とし
ては、当社の鉄道輸送では初となる「オー
トフロアコンテナ」（写真３）の活用が挙
げられます。同コンテナは、荷台の床を電
動でスライドさせるための装置です。荷物
を荷室の入口に積み、床ごと奥にスライド
させることで荷室の奥まで荷物を移動でき
ます。このため、積み降ろし時に荷室内で
作業を行うことなく、荷室の奥まで積み込
みを行うことができますので、作業時間を
短縮し、業務を効率化するとともに、作業
者の荷役作業にかかる業務負担を軽減する
ことが期待できます。
中間輸送を鉄道輸送に切り替えたとして
も、工場・物流拠点での荷物の積み降ろし
はトラック輸送のドライバーが行います。
輸送の軽減だけでなく荷物を移し替える作
業の省力化を図ることもドライバーの雇用
促進・維持に重要だと考えました。ドライ
バーにとって負担の大きい業務は、バラ積
み作業や冷凍庫内での作業など、運転以外
の付帯業務にあると考えていますので、こ
の取組は効果的だと思っています。

――モーダルシフトにおいて「オートフロ
アコンテナ」活用が有効である可能性につ
いて理解できました。今後、「オートフロ
アコンテナ」の活用を順次広げていくので
しょうか。

今泉 「オートフロアコンテナ」は当社が用
意するものではなく、通運会社が保有し、
提供する設備です。日本ではまだ貴重な存
在で、他の物流会社が保有している分も含
めて数個しかないと聞いていますので、当
社の意向だけでその活用を広げることはで
きません。
ただ、当社としてこのコンテナの有効性

を実際に確認していく中で、トラック輸送
でこのコンテナを導入することも考えられ
ます。ドライバーの負担軽減もそうです
が、荷物の積み降ろし作業におけるケガの
発生を防止するという安全対策面からも有
効ではないでしょうか。当社製品のトラッ
ク輸送でもうまく活用・応用できるものか
どうか検討していきたいと思っています。

CO₂排出量削減効果は年間約13ｔ
ドライバー拘束時間も約95%削減

――今回のモーダルシフトの実施で見込ま
れる環境負荷低減や業務効率化の効果はど
のようになりますか。

染矢 CO₂排出量削減は年間約13ｔ、従来
比で約70％削減できる見通しです。業務効
率化については、ドライバー拘束時間にし
て約380時間、従来比で約95％削減できる
と見ています。

写真３ オートフロアコンテナ
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――約770㎞分のモーダルシフトですから大
きな効果が見込まれますね。物流に関する
今後の予定・計画について教えてくださ
い。

今泉 今回のモーダシフトは倉敷工場から
東日本MDCに送る分だけの取組でしたが、
復路の部分で関東から関西、あるいは岡山
に送るカテゴリー製品もありますので、こ
れに鉄道輸送を活用することもすでに検討
しています。現状、当社と通運会社との契約
は往路のみの契約なのですが、通運会社に
よれば、復路は空の状態であるとのことで
すので、この点も詰めて参ります。
また、今回のモーダルシフトは週に何本

も出している輸送便の一本をシフトしただ
けですので、今後は個数に限りのある「オ
ートフロア」を活用しない鉄道輸送にもシ
フトしていくべきかどうかを検討していく
ことになります。2024年問題に関連し、ド
ライバーが毎日帰宅できるようにすること
を考えると、労働時間は最大で10〜11時間
だと思います。そのためには例えば、現在
実施している関東・大阪間の往復輸送につ
いては、静岡あたりに中継地を設け、そこ
との往復で帰ってこられるようにするなど
の工夫が必要になります。この件もスピー
ディーに対処していきたいと考えています。
もっとも、これら施策案件の中で同じタイ
ミングで実施できるものはせいぜい一つか
二つですので、いずれも並行して検討を進
めて参ります。

――2024年問題の深刻度に対する認識は企
業間でばらつきがありますが、貴社は明確
な方向性のもとで対策を進めていかれてい
ると感じました。

今泉 難しい問題ですが、こうした取組を
進めるうえでコストをどうとらえていくかと
いうことも大きく関係してくると思います。

当社の今回のモーダルシフトもコスト面で
見れば、鉄道輸送がトラック輸送より安い
わけではありません。ただ、ドライバー不
足が今後深刻化していくことは間違いな
く、トラック輸送コストもこれに伴って必
然的に上昇するでしょうから、現在のモー
ダルシフトの取組はそのための先行投資と
考えることもできます。

染矢 近年はドライバー不足が進んでいま
したので、トラック運賃が鉄道輸送運賃と
同程度の水準に迫っていたのですが、コロ
ナ禍で局面が変わりました。物流会社から
「トラックが余っているので荷物はありま
せんか」との問い合わせがあったほどで
す。
当社では、オリンピック・パラリンピ

ック開催の流れで経済が活性化すれば、ト
ラック輸送だけで物流はまかなえないと考
えていたので、モーダルシフトでその不足
分を補うつもりでした。そのくらい危機感
をもってモーダルシフトを進めていたの
で、コロナ禍での状況変化に少々とまどい
ましたが、2024年問題への対応が必須で
あることは間違いないので、少しずつであ
っても着実にモーダルシフトを広げていか
なければならないと思っています。

―― 明治グループは、2021年3月に明治グ
ループ長期環境ビジョン「M e i j i
Green Engagement for 2050」を制定さ
れ、2050年までにバリューチェーン全体で
温室効果ガス排出量をゼロにする「カーボ
ンニュートラル」の達成も目指すとされて
います。今回のモーダルシフトはそうした
環境負荷軽減への大目標に加え、物流業務
の生産性向上や効率化への貢献も大きく、
ドライバーの働き方改革にもつながる意義
深さを感じることができました。本日はお
忙しい中、大変にありがとうございまし
た。
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新素材「LIMEX」の国内輸送時の
CO₂排出量をリアルタイムで把握
ラクスル(株)のCO₂排出量算出・
可視化サービス導入により可能に

環境配慮型素材の開発、製造、販売から資源循環促進のためのスキーム構築までを手掛け
る(株)TBMは、同社が開発した新素材「LIMEX（ライメックス）」の国内輸送時に排出され
るCO₂排出量をリアルタイムで把握すると発表した。(株)ラクスルが提供する「ハコベルコ
ネクトCO₂算定支援サービス」導入により可能となったもので、同社では最終的に自社排出
（Scope1、Scope2）だけでなく、間接排出（Scope3）も含めたサプライチェーン全体で排
出されるCO2などの温室効果ガス（GHG）を削減するのが目的。政府も環境保全の観点から
サプライチェーン全体でのGHG排出量算定を企業に求めており、今後この流れが強まること
は間違いない。こうした状況を踏まえれば、サプライチェーンの上流に位置する素材メーカ
ーの同社がこの取組に乗り出す意義は大きく、物流関係者の関心も高い。そこで今回は、同
社コーポレート・コミュニケーション本部パートナーシップ・エンハンサーの石原小枝氏
（写真１）にインタビュー取材し、今回の取組の背景、中身、今後の計画などについて話を
聞いた。(編集部)

環境負荷低減素材「LIMEX」
プラ・紙代替で急拡大する需要

TBMは、2011年に設立された。社名の
TBMは「Times Bridge Management」 の
頭文字を取ったもので、「100年後も残る
技術や事業を創り、時代の架け橋となる会
社にしたい」との創設者（代表取締役
CEOの山﨑敦義氏）の思いが込められて
いるという。創業以来、エコロジーやサス
テナビリティというテーマに着目し、事業
拡大のために新素材開発に取り組む中、日
本製紙(株)で専務取締役を務めた経歴があ

り、新素材開発に対する幅広い知見を持つ
現取締役会長の角祐一郎氏とともに、現在
の主力製品である「LIMEX」（写真２）の
開発にこぎ着けた。
「LIMEX」は石灰石を主原料としたもの
で、プラスチックや紙の代替となる革新的
な新素材として脚光を浴びている。石灰石
はセメント素材となる鉱物資源で国内の埋
蔵量も豊富なことから、100％国内でかつ安
価に調達することが可能。石油由来資源で
あるプラスチックに比べて調達段階から
CO₂排出量が少なく、焼却処理時のCO₂排
出量も58％減らすことができるなど、大幅

写真１ 石原小枝氏
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な環境負荷低減が見込める。また、紙代替
の環境保全メリットとしては、製造時に水
をほとんど使用せず、水資源を保全が図れ
る点が挙げられる。また、木材パルプも使
用しないため、森林資源の保全にもつなが
る。
「LIMEX」の原料構成は、石灰石の成分
である炭酸カルシウムが50％以上を占め、
残りはバインダーとなるプラスチック（ポ
リプロピレンやポリエチレン、ポリスチレ
ンなどで用途・目的により異なる）がコン
パウンドされたものとなっている。このコ
ンパウンドノウハウが同社の基幹技術で、
その成形については既存の成形機（インフ
レーション成形や真空成形、射出成形な
ど）をそのまま活用できる。
「LIMEX」は耐水性と耐久性に優れるた
め、そのメリットが生かせる分野での採用
が進展している。具体的な用途としては紙
代替素材としての採用が先行。環境保全意
識の高い企業・団体の名刺やポスター、冊
子などで採用されたほか、2年前には大手
外食チェーンのメニュー表の素材としても
採用されている。現在はプラスチック代替
素材としての引き合いが増加し、袋や容器
などの素材として採用が急速に拡大してい
る。最近では、大手玩具メーカーのプラモ
デル製品の素材にも採用された。このよう
に積み上げられた数々の採用事例によ
り、「LIMEX」の採用企業はすでに6,000
社以上に達しているという。
「LIMEX」はプラスチックと同じように
再資源化が可能。同社はこのメリットを生
かすため、次のステップとして、その再資
源化のための資源回収の仕組み作りにも着
手する方針だ。これまで「LIMEX」採用
企業内部でのクローズな再資源化の取組は
あったが、オープンでかつ「LIMEX」単体
の再資源化システムを構築するにはコスト
も手間もかかるため、既存の廃プラスチッ
クの再資源化システムに連携する仕組みが
構想されているという。

「LIMEX」の国内生産拠点は、同社の白
石工場（宮城県白石市、年間生産量
6,000ｔ）と多賀城工場（宮城県多賀城

市、年間生産量2万3,000ｔ）のほか、提携
先の工場がある。海外にもアジア圏に提携
先の生産拠点があるが、今回のCＯ₂排出量
のリアルタイム把握の対象となるのは国内
の倉庫やサプライヤーから納品先までの輸
送部分。この取組より、環境負荷低減素材
「LIMEX」輸送時のCO₂排出量削減が進め
ば、環境負荷低減効果がさらに膨らみ、そ
の普及に一層拍車がかかる公算は大きい。

「TBM Pledge 2030」達成には
VC全体でのGHG削減が不可欠

――今回の取組の背景・理由についてお聞
かせください。

石原 当社は事業活動においてサステナビ
リティを重視しており、「LIMEX」を通じ
てお客様に環境負荷低減のメリットをご提
供する企業として、製品でだけでなく企業
としても環境負荷を低減するに止まらず、
むしろ環境保全にプラスになる事業活動を
推進しています。その活動の中で特にGHG
排出量削減が重要であるとの考えから今回

写真２「LIMEX」のペレット
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の取組に至りました。
当社は2017年から自社工場と本社オフィ

スのCO₂排出量を計算し、データ化してい
ます。社外委託部分の物流も含めたバリ
ューチェーン（VC）全体でのCO₂排出量計
算も当初から検討されてはいたのですが、
人的リソースの問題もあってすぐに着手す
ることはできませんでした。こうした状況
を改善するための人材補充が進められる
中、私もその一人として入社し、入社後す
ぐにVC全体でのCO₂排出量算定プロジェク
トを進めることになったのです。

――自社内でのCO₂排出量を算定するとい
う体制や仕組みがまずあって、それをVC全
体に広げていこうというのが今回の取組で
あるということですね。

石原 当社は2030年までに達成するミッシ
ョンとして「TBM Pledge 2030」を掲げて
おり、その中でカーボンネガティブの実現
という大テーマのもと、①「TBMからの
GHG排出ゼロ」、②「バリューチェーン上
のGHG排出を2020年度比で半減させ
る」、③「社会全体のGHG排出削減に貢献
する」という3つの目標を示しています。こ
れら高い目標の達成を考えると、自社の活
動のみでのGHG排出量削減では足りませ
ん。また、白石工場では再生可能エネルギ
ーを導入し、同工場で使用する電力は実質
100％再生可能エネルギーで賄っています
が、GHG排出量削減のために自社で採用で
きる手段・方法もある程度絞られてしまう
というのが現実です。ゆえにGHG排出量削
減をVC全体に広げる今回の取組には当社に
とって大きな意義があるわけです。
CO₂排出量のリアルタイム把握の実務は

サステナビリティチームが担当しているの
ですが、今回の取組のきっかけとなったの
は、昨年の「サステナビリティ研究会」の
発足です。同研究会は、当社の持続可能な
製品・サービスの提供をさらに加速するた

め、所属部署を横断する取組として立ち上
げたもので、各部署の代表有志が参加しま
した。前半の3か月間はサステナビリティ
の基礎について勉強会を行い、後半の３か
月間は、部署ごとにGHG排出量を削減でき
る施策や、環境保全でプラスの価値を社会
に提供できる施策などを検討し、提出して
もらいました。
この中には、サプライチェーンマネジメ
ントを担当するSCMチームのメンバーも参
加しており、私からGHG削減の取組をVC
全体に広げたいという話をしました。する
と、そもそもVCにおいて何にどのくらいの
コストがかかっているのか、それは妥当な
のか、あるいは物流をもっと効率的に行う
方法はないのか、といった点の検討にも役
立つという理由から、このテーマをSCMチ
ームに持ち帰ってもらうことができたので
す。その結果、SCMチームより提案された
のが今回の取組で、サステナビリティチー
ムとSCMチームの思いが重なったことによ
り具体化し、実現に至ったものだというこ
とが言えます。

――環境保全とサステナビリティの観点か
ら設定された高い目標を達成するためには
全社的な意思の共有が不可欠だったわけで
すね。では、今回の取組の中身について説
明をお願いします。

石原 「LIMEX」の国内輸送において発生
するCO₂排出量を削減するためには、その
前提としてCO₂排出量の実態を正確にとら
える必要があります。そこで様々検討し、
ラクスルが提供する「ハコベルコネクト
CO₂算定支援サービス」の導入を決めまし
た。同サービスの活用により、国内輸送で
発生するCO₂排出量をリアルタイムで把握
し、「見える化」することが目的で、今回
同サービスで把握するのは国内の倉庫やサ
プライヤーから納品先までの輸送部分にな
ります。

November 2021 LOGI-EVO
12



導入に際しては、ラクスルの同サービス
担当者と打ち合わせを重ね、どの情報がど
のように見えたら、サステナビリティチー
ムとSCMチームのニーズが満たせるのかを
検討しました。今回導入したダッシュボー
ドはその結果ということになります（図表
１）。
以前は物流事業者から輸送で発生した

CO₂排出量をフィードバックしてもらうこ
とはできませんでしたが、同サービスの導
入により、物流マッチングサービス「ハコ
ベルコネクト」を利用して発注した物流事
業者の輸送に関しては、日時、出発地から
目的地までのルート・距離といった情報に
加え、CO₂排出量をリアルタイムで把握す
ることができるようになりました。当社で
のデータ入力や計算は不要で、自動的にデ
ータが積み上げられていく仕組みになって
います。現段階では運用状況を見守りつ
つ、必要に応じて使い勝手の部分に改善を
加えていきます。将来的には、製品別に
CO₂排出状況が把握できるようなこともで
きたらと考えています。

CO₂排出量算定の自動化で
現場スタッフの業務負荷を軽減

――同サービス導入によるメリットを具体
的に教えてください。

石原 当社の物流は、既存製品の受注増加
や新製品の投入により増加の一途をたどっ
ています。その中身も定期購入への対応も
あれば、単発発注への対応もあり、その手
配だけでもSCMチームの業務は煩雑多岐に
わたり、負担がかかっています。そこへ、
各物流事業者への走行距離の聞き取りや、
その走行距離からのCO₂排出量の計算とい
った業務を加えることはできませんから、
これら業務を自動的に処理する同サービス
の導入は全社的にメリットが大きいと感じ
ています。
輸送工程におけるCO₂排出量の計算につ

いて、以前は環境省のホームページを参照
し、CO₂排出量をざっくりとした計算で算
出していました。
しかしながら、先ほども申し上げた通り、

図表１ TBMが導入した「ハコベルコネクトCO₂算定支援サービス」のダッシュボード
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正確で実態に近いデータがなければ、輸送
においてCO₂排出量を削減するための効果
的な手を打つことはできません。その意味
では、同サービスの導入により、輸送にお
けるCO₂排出量が正確か
つリアルタイムに把握できるようになった
ことは、VC全体のCO₂排出量削減に向けた
環境が整ったと考えています。
当社では、情報共有のために大きなトピ

ックスを1週間ごとに全社共有する仕組み
があるのですが、今回の取組には社内的に
も大きな反響がありました。当社は事業推
進の根幹にサステナビリティや環境保全を
据えていますが、一般的にこうしたテーマ
は抽象的な理念に止まってしまう傾向があ
ります。私が所属するサステナビリティチ
ームでは、「TBM Pledge 2030」を達成す
るための取組の企画立案や、数値のモニタ
リングなどは行えるのですが、実際にその
企画内容を運用し、GHG削減につなげてい
くことは、SCMチームなど現場のチームの
アクションに託すことになります。その意
味では今回の取組により、「サステナビリ
ティ研究会」における一つの提案が具体化
されるという実例を示すことができました
ので、意識改革がさらに浸透し、全社一丸
でGHG削減に取り組む姿勢をより強固にす
るきっかけになったと思っています。

――今後この取組をさらに進めるための計
画・予定はありますか。

石原 「ハコベルコネクトCO₂算定支援サ
ービス」によりCO₂排出量をリアルタイム
で把握しているのは、国内の倉庫やサプラ
イヤーからの製品輸送に関してのみですの
で、今後は自社生産拠点である白石工場か
らの製品輸送についても実態を把握したい
と考えています。今年竣工したばかりの多
賀城工場についても同様です。多賀城工場
の生産能力は白石工場の約4倍もあります
ので、その生産量に比例して物流量も増え

ますから、工場内の担当者と連携してデー
タ収集を進めたいと思っています。物流事
業者においては輸送案件ごとに輸送ルート
や距離を記録していると思いますので、デ
ータ提供に協力していただけるように交渉
します。その際はアナログ的にその都度ご
とにデータを提供してもらうではなく、同
サービスのダッシュボードを活用し、デジ
タルでデータ共有できる仕組みを提案した
いと考えています。
当社工場からの製品輸送に携わっている

物流事業者の中の1社にSCMチームから声
をかけさせてもらったところ、ハコベルコ
ネクトとは別のダッシュボードにはなるも
のの、そのダッシュボードでのデータ提供
に合意してもらうことができました。
今後、ダッシュボードの運用を積み重ね
ていく中でデータの蓄積が進めば、環境負
荷低減だけでなくコスト削減にもつながる
輸送方法の見直し、より最適な選択が行え
るようになると思います。また、当社の営
業活動においても、イメージではなく、根
拠となる数値を示して環境負荷低減やコス
ト削減につながる輸送方法をご提案するこ
とができますので、事業活動全体をよりサ
ステナビリティを意識したものに変えられ
ると見ています。

――貴社の環境保全に対する徹底した姿勢
と志の高さが伝わりました。今回の取組を
きっかけに物流資材分野でも「LIMEX」を
採用した製品化がさらに加速するものと思
います。今後もますますの普及を期待して
おります。本日はお忙しい中、大変にあり
がとうございました。
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物流業界で着実に進む業界再編
「成長戦略型Ｍ＆Ａ」増加が顕著
２０２４年問題などの課題対応で今後の事業継続と成長に危機感

(株)日本M＆Aセンター

業種特化事業部 業界再編部
部長／物流業界責任者
山本 夢人氏

産業構造の変化に伴い様々な分野で業界再編の動きが進み、物流業界でも大小様々なM＆
Aが顕在化している。急速に拡大するEC物流需要への対応、生産年齢人口の減少に伴うドラ
イバー不足と2024年問題への対応に加え、CO₂をはじめとする温暖化ガス排出量低減への貢
献も要請されるなど、物流業界が抱える課題はあまりにも多く、既存の企業体制に限界を感
じている経営者が少なくないからだ。物流業界のM＆Aを数多く手掛けている(株)日本M＆A
センターも物流業界でのM＆A案件が右肩上がりの状況にあるという。そこで今回は、同社
業種特化事業部業界再編部部長で物流業界責任者の山本夢人氏（写真１）にインタビュー取
材し、物流業界のM＆Aの動向や今後の見通しなどについて話を聞いた。(編集部)

創立以来徹してM＆A案件を支援
30年間で累計７,000件超の実績

日本Ｍ＆Ａセンターは、2021年4月に創
立30周年を迎えた。同社は、「M＆A業務
を通じて企業の存続と発展に貢献する」と
の企業理念のもと、創業以来30年間で累計
7,000件を超えるM＆A案件を支援してきた
実績がある。日本国内の7拠点に加え、海
外にも5拠点（シンガポール、インドネシ
ア、ベトナム、マレーシア、タイ）を有
し、会計事務所や地方銀行、メガバンクの
ほか、証券会社と連携し、事業承継やM＆
Aに関する相談機会の創出を加速し、マッ
チングを強化しているという。2019年7月
には、新サービスとして上場支援業務（J-
Adviser業務）を立ち上げ、地域のスター企

業輩出支援にも尽力。これらサービスを通
じ、地方経済活性化や雇用創出に貢献して
いる。

競争時代を生き抜く差別化戦略で
M＆Aという選択肢は時代の要請

――まずはM＆Aの専門家から見た物流業
界に対するご認識を伺っていきたいと思い
ます。現状、課題山積の物流業界ですが、
過去・現在・未来といった流れでお話いた
だけますでしょうか。

山本 物流業界は「物を運ぶ」ことがミッ
ションであり、日本経済が発展していく時
代の流れとともにそのミッションをクリア
できる会社が増え、大きな業界を形成する

KEYPERSON 03

写真１ 山本 夢人氏
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図表1 直近10年間の上場物流企業のM＆Aの動き

に至りました。 物流業界に対する参入障壁
は規制緩和の流れの中で下がっていく方向
にあり、「物を運ぶ」事業の継続が担保さ
れているような事業環境でしたので、事業
継続が困難になるような事態に直面するこ
とはありませんでした。ただ、ライフスタ
イルの変化とともに価値観にも変化が生
じ、物流業界に求められることも変わって
きました。多品種小ロットや多頻度配送へ
の対応などはその顕著な例だと言えるでし
ょう。また、「物を運ぶ」ことにおいて拠
点と拠点を結ぶという当初の役割だけでは
十分でなくなり、３PL企業に象徴されるよ
うに、物流企業に本来的に求められるもの
は、物流に関連する様々なシステムを構築
したうえで、そのシステムを利用した付加
価値の高いサービスを荷主企業に提案し、
実行していくところに移ってきたのだと思
います。
未来もまた同様で、常にその役割を進化
させていくことになるのだろうと見ていま
す。現在の産業実態をかんがみても、企業
の未来は物流にかかっていると言っても過
言ではなく、「物流を制する者が業界を制
する」ということが広く認識される状況に
なってきています。そう考えれば、物流業
界にかかる期待は大きいですし、社会にな
くてはならない業界であることもより一層

明確になったと思います。その意味で物流
業界は今後さらに変化していく必要がある
でしょうし、逆にもっと社会的に評価され
るべきではないでしょうか。
物流業界におけるM＆Aもそうした流れ

の中でより一層その必要性が浮かび上がっ
てきていると見ています。需要の多い物流
業界ですが、企業数も多く、やはり生き残
りを図っていくためには差別化が必要とな
ります。M＆Aはそのための手段でもあり、
時代の要請として検討されるべき経営戦略
であると実感しています。

年10〜15件で推移する大手案件
中堅・中小の案件も右肩上がりに

――物流業界におけるM＆Aの現状につい
てお聞かせください。

山本 大手企業が行うM＆Aと中堅・中小
企業が行うM＆Aは分けて考える必要があ
ります。大手物流企業はすでにある程度の
件数のM＆Aを経験しており、特に上場し
ている上位15社の近年のM＆A案件成約数
は年間10〜15件で推移しています（図表
１）。ですから、大手物流企業はおおむね
M＆Aに昔から相当慣れているというのが
実情だと思います。 一方、 当社が支援させ
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ていただいている中堅・中小物流企業のM
＆Aの成約件数も右肩上がりで推移してお
り（図表２）、物流業界全体にM＆Aの機
運が高まっていることを肌身に感じていま
す。
物流業界のM＆A成約案件数は他の業界

に比較しても多く、物流業界のように一企
業が何件も行っているという事例はほとん
どないと思います。かねてからM＆Aが多
いとされる調剤薬局や建設などの業界と遜
色ない状況になってきているのではないで
しょうか。
大手物流企業のM＆Aについては、各社

陣取り合戦の様相を呈しながら、どの会社
がどのエリアで牙城を築くのかといった戦
略的な動きが活発に展開されてきました。
その結果、効果的な拠点確保、荷主企業か
ら信頼されるブランド力、人手不足に陥ら
ない雇用体制といったものがすでに備わっ
ています。ゆえに大手物流企業のM＆Aの
ターゲットは、グローバル展開をさらに拡
充するための海外物流企業、あるいはグル
ープ経営をより強靭にするための異業種企
業にも広がっているように思われます。
中堅・中小物流企業は、こうした大手物

流企業が通ってきた道をたどっているわけ
ですが、実態としては陣取り合戦の前にオ
ーナーの高齢化に伴う事業承継問題の解決
があります。中堅・中小物流企業はそのほ

とんどがオーナー企業で、さらにその多く
は規制緩和が進んだ30年ほど前に起業され
ています。起業時に30代だったオーナーも
60代に至り、代替わりを検討しなくてはな
らなくなってきたわけです。事業承継につ
いては、親族への承継、もしくは信頼でき
る幹部社員への承継、またはM＆Aが一般
的な選択肢で、それ以外はIPO（新規上
場）もしくは廃業などの選択肢しかなく、
きわめてハードルが高くなります。

――事業承継を悩む中堅・中小物流企業は
多く、その解決のための有力な手段がM＆
Aであるということですね。

山本 先ほども申し上げた通り、M＆Aと
いう選択肢は時代の要請だと言えるでしょ
う。事業承継問題がベースにあり、その上
に2024年問題が重くのしかかっているとい
うのが実情です。さらにコロナ禍での経済
停滞も加わったことでM＆Aに対する関心
がさらに高まったということであり、近年
のM＆A案件成約数の増加もこれら3つの問
題が要因です。また、ドライバー不足につ
いても人数の過不足だけでなく、ドライバ
ーの質の問題もあります。競争が厳しくな
る中でより優秀なドライバーが求められる
ようになってきていますから、その面でも
ドライバー不足は厳しい状況にあるという
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ことが言えます。優秀な人材を雇用し、育
成するとともに離職防止にも 努めなけれ
ばなりませんから、企業としてもより一層
魅力をつけていかなければならないわけで
す。こうした状況にも関わらず、オーナー
が全てを判断し、実行する体制であるがた
めに手が回らず、諸課題への対応が未消化
となっている企業は意外に多いものです。
中には雇用したばかりの優秀な人材が他社
に流出していくという負のスパイラルに陥
っている企業もあるようです。
そもそも我が国では、物流業界の現場を
「3K」と見る向きもあり、それではなかな
か優秀な人材を得ることは難しいと思いま
す。海外では物流担当責任者が「CLO」と
して経営に参画するケースも多く、物流に
優秀な人材が集まる傾向にあります。我が
国もこの点について反省し、物流に対する
認識を改めるとともに、物流従事者の経営
参画が進展していくよう願っています。

譲渡企業の規模が大型化の傾向
中堅・中小の案件も右肩上がりに

――物流業界のM＆Aについて特徴的なこ
とはありますか。

山本 先ほど大手物流企業のM＆Aでは異
業種企業をターゲットとする案件も出てき
ていると説明しましたが、それでもやはり
物流企業同士でのM＆Aが全体案件の9割以
上を占めているのが実情だと思います。こ
れは2024年問題を意識している企業が多い
からに他なりません。
M＆Aで買収する企業と譲渡する企業の
規模格差は10〜100倍で、譲渡企業の規模
感としてはトラック保有台数で50〜60台、
売上高で4〜5億円というケースがほとんど
です。しかし、ここ4、5年は売上高数十億
円クラスの企業が資本提携に応じるケース
も出てきています。地域のトップ企業でさ
え、現状を変え、戦略的にもっと大きな企

業と組むという決断をしているわけで、今
後こうした動きはさらに増えていくでしょ
う。そして、こうした動きからは事業承継
問題や2024年問題などが規模の大小に関わ
らない深刻な経営課題であることが読み取
れます。
一方、M＆Aには、「事業承継型M＆A」
と「成長戦略型M＆A」があります。後継
者不足への対応のためのM＆Aは「事業承
継型M＆A」になるわけですが、近年は譲
渡企業のオーナーがリタイヤすることな
く、そのまま社長として残って経営に携わ
るケースも増えてきています。企業を成長
させていく戦略はあるものの、それを実現
する資金や人的リソースが不足しており、
その不足部分を埋めるため、M＆Aにより
資本提携に応じることを選択したもので、
これは「成長戦略型M＆A」に分類される
べきものと言えます。
また、今年は新型のM＆Aとして「ブラ

ンドイメージ向上型M＆A」も登場してお
り、具体的には医療系企業やまつ毛エクス
テサロンを譲り受けたケースなどが出てき
ています。後者については、物流業界での
女性の活躍が注目される中、美容に関連す
る事業をグループに加えることで女性のイ
メージを高め、その採用を増したいとの意
向があったと、当該物流企業の経営者に伺
いました。今後はこうした狙いのもと「ブ
ランドイメージ向上型M＆A」も増えてい
くのではないかと考えています。

物流業界専門チームがM＆A支援
物流業界案件増加で大幅増員へ

――これまでのお話を伺い、物流業界にお
ける今後のM＆A案件の増加は明確である
と言っていいと思いますが、M＆A案件の
支援で豊富な実績を持つ貴社の強みや特徴
のほか、今後の取組・展開についてお聞か
せください。
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山本 当社の特徴の一つとし
て、業種ごとに専門チームを設け
て支援業務を推進している点が挙
げられます。私は業界再編部の部
長ですが、その下には物流業界
専門のチームがあり、私はこのチ
ームの責任者も務めています。こ
のチームのメンバーは、運行管理
者など物流に関する資格を持って
います。というのも、クライアン
トである物流業界の外観を知る
だけでは不十分であり、物流企
業の専門業務に携わることがで
きる知識・情報を有すること
で、真にクライアントのために
なる失敗のないM＆A支援が行えるという
信念があるからです。
物流業界のニュースでDXとM＆Aという

単語が出ない日はないと思うほどに、この
2つのテーマが盛り上がっていますが、M＆
Aを実際に支援している企業は多くありま
せん。その中でも当社の成約案件数は圧倒
的に多いと思います（図表３）。特に物流
業界のM＆A支援は、チェックポイントが
多く労力がかかるほか、その過程でトラブ
ルに見舞われる可能性もあるため、積極的
に携わる企業はほとんどありません。当社
としては、先ほども申し上げた通り、物流
業界が社会的に重要で今後の経済発展に欠
かせない存在であるとの認識から、M＆A
支援を通じて物流業界全体を底上げし、企
業と雇用を守っていくことに使命感を抱い
ています。
物流業界専門チームは現在4名体制です

が、案件が増加していますので、メンバー
増員を加速し、2022年度には倍程度にする
方針です。先に結成された調剤薬局業界専
門チームやIT業界専門チームも10名以上の
体制であり、そのくらいの体制であっても
人手が足りていないイメージあります。物
流業界の企業数は多いので、実際はそのく
らいの体制でも人手が足りないと思いま

す。いずれにしてもメンバー増員は必須で
すので、有望なメンバーを集めているとこ
ろです。
クライアントからの案件受注は、当社に
直接相談されるケースもありますが、当社
は金融機関や税理士事務所、証券会社など
日ごろからの取引やお付き合いを通じて構
築したネットワークがありますので、その
ネットワークを通じてクライアントを紹介
されるケースが多いです。また、物流業界
向けのセミナーも毎月開催しており、こう
したセミナーを通じてクライアントと新し
い関係を築き、案件を受注するケースもあ
ります。11月5日には、当社創業30周年を
記念するオンラインイベント「M＆Aカン
ファレンス20 2 1」（詳細⇒h t t p s : / /
www.nihon-ma.co.jp/seminar/conference/
）を開催します。参加費用は無料ですの
で、ご興味ある方には予約して参加してい
ただければ幸いと存じます。

――物流業界におけるM＆Aの実情がよく
分かりました。物流業界再編の影の主役と
して貴社の今後の展開にも一層注目して参
りたいと思います。本日はお忙しい中、大
変にありがとうございました。

本誌掲載の記事、写真、図表・イラスト等の無断複写・転載を禁止します。

November 2021 LOGI-EVO
19

K
EYPER

SO
N
03

※(株)日本M＆Aセンター提供資料を一部加工

図表３ (株)日本M＆AセンターのM＆A成約実績の抜粋


